










経営志林 第49巻 1 号 2012年 4 月  43 
〔論 文〕 
フランス連結会計基準の国際的調和 (20) 
― 連結の会計方針と国際的基準への対応 ― 





( 1 ) 連結範囲の決定基準 
( 2 ) 作成免除 (連結免除) 
( 3 ) 連結禁止・連結放棄 
(以上第35巻第 4 号) 
( 4 ) 連結範囲に関する事例 
( 5 ) 1998年12月のプラン・コンタブル連結会
計規定の改正 
( 6 ) 連結会計の基本原則 
(以上第36巻第 2 号) 
( 7 ) 個別計算書類の再処理 
( 8 ) 個別計算書類の義務的再処理 
(以上第36巻第 3 号, 第37巻 2 号, 第 3 号,第 4 号) 
( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理 
(以上第38巻第 1 号, 第39巻第 2 号, 第 3 号) 
(10) 外貨換算会計 
(以上第39巻第 4 号, 第40巻第 1 号) 
(11) リース会計 
(以上第40巻第 4 号) 
(12) 連結計算書類の作成基準 
(以上第43巻第 1 号, 第44巻第 3 号, 第45巻第 1 号,  
第 2 号, 第 4 号, 第46巻第 2 号, 第47巻第 1 号) 
4 ．連結の会計方針と国際的基準への対応 
(本号) 



























て公式に言及したのは, 国家会計審議会 (Conseil 
National de la Comptabilité; CNC) の 1968年 3 月20
日付報告書 ｢貸借対照表および損益計算書の連
結に関する報告書 (Rapport sur la consolidation des 
bilans et des comptes)｣ (1968年 3 月20日付経済・財政
省令により承認｡ 以下 ｢1968年 CNC 連結会計報告
書｣ と呼ぶ) である｡ 国家会計審議会 (CNC) は, 
その主要部分を勧告書第 1 号 ｢貸借対照表および
損益計算書の連結に関する勧告書 (Recommandation 
N° 1 sur la consolidation des bilans et des comptes)｣ の
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形で企業に勧告した｡ 
当該報告書において, 国家会計審議会 (CNC) 
は, 可能な限り連結対象項目の ｢同質性｣ を確
保するために, 企業集団構成企業の個別計算書

























会計情報の重要性に言及した (CNC, 1968, p.40)｡ 
② 1985年 1 月 3 日法律における同質性の再
処理の義務付け 
フランスにおいて, ｢同質性｣ の再処理を最
初に義務付けたのは EC会社法指令第 7 号 (連結
計算書類) の国内法化に係る1985年 1 月 3 日法律 
(85-11号) である｡ 
商法典 L233条-22 (1985年法第 2 条により新設さ
れた旧1966年商事会社法第357条-7) 第 1 項によれ
ば, 商法典 (L123条-18～L123条-21) に定めのな
い評価方法の使用を認める商法典 L233条-23 
(旧第357条-8) の規定は別として, ｢連結計算書
類は, 年次計算書類 (個別計算書類) に比較して
連結計算書類に特有の特徴から生ずる ｢必要不









当該商法典 L233条-22 (旧第357条-7) の規定を
受けて, 商法典 R233条-8 (旧1966年商事会社法の
適用に係る旧1967年 3 月23日デクレ第248条-6 (1985
年 1 月 3 日法律の適用に係る1986年 2 月17日デクレ


















(商法典 L233条-22 (旧1966年商事会社法第357条-7) 
第 2 項, 商法典 R233条-8 (旧1967年 3 月23日適用デク
レ第248条-6) 第 3 項, プラン・コンタブル・ジェネラ
ルの1986年連結会計規定第230項)｡ 
③ プラン・コンタブル・ジェネラル (PCG) の
1986年連結会計規定における同質性の原則 
1)  同質性の原則の明示 
同質性の再処理に関して, これを同質性の原
則として明示したのは, 1982年プラン・コンタ
ブル・ジェネラル (Plan Comptable Général; PCG) の
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連結会計規定 (Consolidation des Comptes: Méthodologie) 
(1986年末に1982年 PCG に追加) である｡ その第23
















りうる｡ その連結に先立って, 再処理 (評価規
則・方法の相違の場合) または再分類 (表示規則の
相違の場合) を通じて, 修正が個別計算書類の一








｢連結のプラン・コンタブル (un plan comptable de 
consolidation)｣ と呼ぶが, 本稿ではこれを ｢連結
の会計方針｣ と称することにする｡ 
さらに, 連結会計規定の第230項では, 1) 同
質性の再処理, 2) 税法の適用だけのために行わ
れた会計処理の影響の除去を目的とする再処理, 
および 3) 再処理に伴う繰延税金の処理が, 義務
的再処理 (retraitements obligatoires) として規定さ
れた (CNC, 1986, ppⅡ.147-Ⅱ.148)｡ 
税務目的だけの会計処理の再処理 (前出1967







2)  同質性の原則の定義 


























































④ 1999年  4 月29日会計規制委員会  (CRC) 
規則第99-02号における同質性の原則 





れ, 会計規制委員会 (Comité de la Réglementation 
Comptable; CRC) の規則第99-02号 (Règlement n° 
99-02 avril 1999 relatif aux comptes consolidés des 
sociétés commerciales et entreprises publique) (以下本





ル・ジェネラル (PCG) 本体も改正され, 会計規




の ｢同質性の原則｣ を引き継いでいる｡ すなわ
ち, 第Ⅱ ｢連結規則｣ の全部連結における第
201項 ｢評価と表示の方法｣ で, まず, ｢一般会
計原則が遵守されねばならない｣ と定めて個別
会計に係る一般会計原則をベースとすることを
明確にした上で, ｢連結対象企業の資産, 負債, 
費用および収益は企業集団内では同質的な方法














2)  リスクおよび費用の評価における同質性 
1999年連結会計規則の第Ⅲ ｢評価方法および























きる｡ この場合, 商法典の第 L123条-13 (旧商法
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典第 9 条-筆者注) に従ったものである｡ 同様に, 
企業集団は外貨表示債権・債務の換算から生ず
る差異を連結成果計算書に計上することができ




に関わるものであり, 前出1985年 1 月 3 日法律
および1986年連結会計規定の同質性の考え方を
引き継いでいる｡ 





の計算書類との間で, リスクおよび費用 (risques 
et charges) を異なる形で評価することはできな















性は, すでに1968年 CNC 連結会計報告書によ
り言及されていた｡ また, 前出商法典 R233条





ェネラル (PCG) の1986年連結会計規定は, そ










が存在している｡  まず , 1980年代に入ると , 
1983年 4 月30日法律 (個別計算書類に係る EC 会社
法指令第 4 号の国内化法; ｢調和化法｣) により導入
された商法典の新設諸規定が選択可能な複数の
処理方法を認めている｡ 
1980年代後半に入ると, 1985年 1 月 3 日法律 
(連結計算書類に係る EC 会社法指令第 7 号の国内化
法) により導入された1966年商事会社法の新設




デクレ第248条-8 (現商法典 R233条-10) に具体的
に定められており, 本稿では ｢D248条-8 オプ
ション｣ と呼ぶ｡ なお, 当該第248条-8 は1985










さらに, 1990年代末には, 1998年 4 月 6 日法律
第 6 条により, 上場企業に対して, 連結会計上, 
国際的基準自体を採用するオプション (本稿で
は ｢ 6 条オプション｣ と呼ぶ) も設置された｡ 
他方, 計算書類の様式に関しては, 1983年 4 
月30日法律により導入された商法典の新第 9 条 
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これに対して, 連結貸借対照表および連結損
益計算書では, 1980年代後半から, 1986年 2 月17
日デクレにより導入された1967年 3 月23日デク
レの新設規定第248条-9 (現商法典 R233条-11) お




用の ｢性質別分類｣ (総原価法) を採用している
が (1983年 4 月30日法律の適用に係る1983年11月29
日デクレ第15条 (現商法典 R123条-193)), 連結損益
計算書では, 1967年 3 月23日デクレの新設規定
第248条-10 (現商法典 R233条-12) が性質別分類
に加えて, 売上高と売上原価を表示する機能別
































できる (選択権) とした｡ フランスの上記法律





および分類の方法の選択に関して, 次の 2 つの
状況が考えられる｡ すなわち, (a) 親企業の個別
計算書類に係る会計方針 (評価方法・分類方法) 
と同一のものを連結の会計方針として採用する
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(イ) 個別会計上適用 (ロ) 連結会計上適用 
(a) 親会社と同一の会計方針 [Ⅰ] [Ⅱ] 






が第 1 表である｡ [Ⅰ] の組合せは, (a) 親会社の
個別会計上適用した会計方針 (評価方法・分類方





[Ⅱ] は, (a) 親会社の個別会計上適用した会計
方針を連結の会計方針として採用し, これを 
(ロ) 連結計算書類の作成段階に適用するケース
























の再処理作業は大きく軽減される｡  [Ⅰ] と 
[Ⅲ] の場合がこれである｡ 




















この変更理由の 1) と 2) は密接に関係してお


















本稿でいう ｢確定決算システム｣ とは, 確定
した決算に基づいて法人の課税所得を計算し納
税する制度をいう｡ ｢確定した決算｣ とは, 株
主総会により承認された商法・会社法決算を意
味する｡ フランスでは, 確定決算システムの特
徴を ｢税務規則と会計規則の接続の原則 (principe 
de la connexion des règles fiscales et comptables)｣ ある
いは ｢税務の会計との接続性  (connexité de la 





















既述のとおり, 1986年に導入された1967年 3 
























られる (Lebrum, 1998 pp.50-59)｡ この点からは, [Ⅲ] 
の選択肢も現実的なものとは言えない｡ 
このようにフランスでは, 確定決算システム
は, ｢損金経理の要件｣ による ｢個別会計上の




第 2 表 連結の会計方針の選択・適用と確定決算システムの影響 
個別会計上のしばり 連結会計上のしばり 
ケース 損金経理の要件 税務目的の処理の除去の義務 
[Ⅰ] ○ (充足) × (非充足) 
[Ⅱ] ○ (充足) × (非充足) 
[Ⅲ] × (非充足) ○ (充足) 
[Ⅳ] ○ (充足) ○ (充足) 
(筆者作成) 
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これら二つの ｢しばり｣ の存在を前提とする





























既述のとおり, 1967年 3 月23日デクレ第248条-6 



















第 3 表 フランスにおける個別計算書類および連結計算書類の会計規制の歴史的変遷 
年 代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 
個別計算書類 
1966年 商事会社法 1983年調和化法・適用デクレ 




(1968年 CNC 連結報告書) 1986年 PCG 連結規定 CRC99-02 






































能なものとされ , 1970年代より米国基準 











準が整備された｡ さらに, 1980年代の後半には, 
連結計算書類に関して, 1985年 1 月 3 日法律と































1998年 4 月 6 日法律は, 上場企業の連結計算
書類に対して, 全面適用を条件として, 国際会
計基準 (IAS) 自体の直接的適用を法的に認める
枠組みを新たに設けた｡ 本稿でいう ｢ 6 条オプ








入され (CNC, 1986, p.Ⅱ.148), 1999年連結会計規
則においては, これに退職給付引当金の計上を
加えて, 優先的 (préférentielles) な処理として位
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会計方針に関して, フランス企業の事例を分析
してみたい｡ ここで取り上げるフランス企業は
13企業グループである｡ その内訳は, 2009年 9 
月現在, ユーロ・ネクスト・パリ証券取引所の
最重要株価指数 ｢CAC40｣ を構成する40社か
ら金融・保険 6 社, 外国企業 3 社および新設企業 




結計算書類を公表していた企業 7 社; エー
ル・リキッド (Air Liquid) (化学), ダノン (Danone; 
旧 BSN) (食品), カルフール (Carrefour) (小売), 
ラファルジュ (Lafarge) (セメント), プジョー 
(peugeot) (自動車), ローヌ･プーランク (Rhône- 
Poulenc) (現サノフィ・アベンティス; Sanofi-Aventis) 
(化学) およびサン・ゴバン (Saint-Gobain) (ガラ
ス)｡ 
・1980年代に入って国際的基準対応の連結計算
書類を公表していた企業 2 社; ルイビトン・
モエエネシー (LVMH) (高級アルコール飲料・皮
革製品) およびトタル (Total) (石油)｡ 
・国際的基準への準拠または配慮に言及してい
ない連結計算書類を公表した企業のうちフラ
ンスを代表する国際的企業 3 社 (分離後は 5 
社); 高級化粧品ブランドの有力企業であるロ







ー (Compagnie Générale des Eaux; 以下 ｢デ・ゾー｣ 
と呼ぶ) (現ベオリア・アンビロヌマンおよびビベ
ンディに分離後いずれも CAC40構成の上場企業)｡ 
この12社 ( 2 社の分離後は14社) に, 1970年代か
ら国際的基準対応の連結計算書類を公表してい
たが2000年代に外国企業からの買収により消滅
したぺシネー (Pechiney) (旧 PUK) (非鉄金属) を加
えた13社 ( 2 社の分離後は15社) である｡ 同社は














会計基準 (IAS) が加わった｡ 
ここで, 米国基準 (US-GAAP) に準拠してい
ると記述した企業の連結の会計方針を ｢米国基
準対応型｣, 国際会計基準 (IAS) に準拠してい
ると記述した企業の連結の会計方針を ｢IAS 対
応型｣, 英国基準 (UK-GAAP) に準拠していると
記述した企業の連結の会計方針を ｢英国基準対
応型｣ と呼ぶことにする (以下これらのタイプを





枠内にある｡ すなわち, 1957年 PCG, 1968年国
家会計審議会 (CNC) 連結会計報告書, 1985年 1 










る｣ (ダノン1977年度の年次報告書 p.23) の記述か
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第  4  表 フランス企業の連結の会計方針 (1970年代～1990年代半ば)  
企業グループ 採用された連結の会計方針の特徴 
エール・リキッド (※) 準米国基準対応型 
ダノン (BSN) (※) 米国基準対応型 (一部除外) 
カルフール 米国基準対応型 (一部除外) 
CGE (アルカテル・アルストム) (※) 仏基準型 
デ・ゾー (※) 仏基準型 
ラファルジュ 英国基準対応型 (一部除外) (1972年～), 後に IAS 対応型 
ロレアル 仏基準型 
LVMH (ルイビトン・モエエネシー) 仏基準型, 後に米国基準対応 (1984年～), IAS 対応型 (1987年～) 
ペシネー (PUK) (※) 仏基準型, 後に米国基準・IAS3 号対応型, 米国基準対応型 (1995年～) 
プジョー (プジョー・シトロエン) 仏基準型, 後に米国基準対応型 (1979年～) 
ローヌ･プーランク 米国基準対応型 (1973年～) 
サン・ゴバン (※) 米国基準対応型 (1970年～1984年), 後に IAS 対応型 (1985年～) 

































ール・リキッド, ダノン, カルフール, ラファル










有無・償却), 繰延税金, 退職給付, セグメント情
報, 従業員ストック・オプション, 固定資産の
建設に係る利子の処理, 開発費 (費用 / 資本化処
理), サービス部門の連結 (持分法の適用), 一株
当たり利益の算定等の処理が挙げられる｡ 
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第 5 表 国際的基準の採用と一部除外事項 (1970年代～1990年代半ば)  
国際的基準採用企業 主要な除外事項 
エール・リキッド 外貨換算の処理, 連結のれんの処理, 固定資産建設に係る利子の処理 
ダノン (BSN) 
外貨表示債権・債務の換算, 退職給付費用の償却, 従業員ストック・オプション
の処理, 商標の処理 (ブランドの非償却) 
カルフール サービス部門の連結, アルゼンチン・ブラジル等南米の子会社の財務諸表の換算 
ラファルジュ 連結のれんの処理, 繰延税金の処理, 一株当たり利益の算定 
LVMH 連結のれんの処理 
ペシネー セグメント情報, 退職給付の処理, 







1)  国際的基準の採用理由 
第 6 表は国際的会計基準の採用の理由と連結
の会計方針の適用段階をまとめたものである｡ 












1976年 3 月11日付国際会計基準 3 号および米
国で一般に認められた会計原則に従ってい
る｣ (ぺシネー1977年度の年次報告書附属財務書


















企業は, コンパニ ・ーバンケール (金融), パリバ 
(金融), スエズ (金融), クレディ・コメルシァー
ル・ドゥ・フランス (金融), ラファルジュ, サ
ン・ゴバン, トタルの 7 社であった｡ 金融 4 社を
除く 3 社は本稿で国際的基準対応型として挙げ




所に上場していたフランス企業は 6 社, 英国
SEAQ インターナショナルに上場していたフラ
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第 6 表 国際的会計基準の採用の理由と連結の会計方針の適用 (1970年代～1990年代半ば) 
企業グループ 国際的基準採用の理由 連結の会計方針の適用段階 
エール・リキッド 言及なし 連結時 
ダノン (BSN) グループ活動の国際的性質 連結時 
カルフール 言及なし 連結時 
ラファルジュ ロンドン市場上場 連結時 
ルイビトン・モエエネシー 言及なし 連結時 
ペシネー グループ活動の国際的性質 連結時 
プジョー グループ活動の国際的性質 連結時 
ローヌ･プーランク 言及なし 連結時 










トタル 言及なし 連結時 
CGE  連結特有の再処理以外記述なし 




ロレアル  個別会計段階 
(各企業の年次報告書に基づき筆者作成) 
 
第 7 表 12企業グループの外国証券取引所上場 (1970年代～1980年代)  
企業グループ 1980年 1988年 
エール・リキッド － Se, Fr 
ダノン (BSN) Br Lo, Se, Br, Ba, Ge, Zu 
カルフール － Se, Mu 
ラファルジュ Lo, Du, Fr, Lo, Se, Fr, Mo 
LVMH Br Se, Br, Mu 
ペシネー (PUK) Br, Am, Du, Fr, Ha, Ba, Ge, Zu Se 
プジョー Br Se, Br, Mu 
ローヌ･プーランク － Se, Fr, Na 










トタル Lo, To Lo, Se 
CGE Br, Ba, Ge, Zu, Am Se, Br, Ba, Ge, Zu, Am, Fr, To 




ロレアル － Mu 
・Lo; ロンドン, Se; 英国 SEAQ インターナショナル, Br; ブリュッセル, Am; アムステルダム, Du; デュッセ
ルドルフ, Fr; フランクフルト, Ha; ハンブルグ, Mu; ミュンヘン, Ba; バーセル, Ge; ジュネーブ, Zu; チュ
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このように, 第 7 表に示す10社の英国市場へ
の上場と国際的基準採用によるアングロ・サク
ソン会計的実務への対応は, 関連性を有してい





るのみ (仏基準型) であった｡ 
2)  国際的基準の適用段階 
国際的基準の適用段階については, ダノン, 

























理｣ あるいは ｢連結から生ずる調整｣ という項







これら引当金は, 価格騰貴引当金, 投資引当金, 
新規研究・事業引当金等に関わっている｡ 
また, カルフールの場合, ｢連結の再処理｣ 
の項目において, 再処理の項目とその金額を表
示した (カルフール1995年度の年次報告書附属の連
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規則に従って作成されている｡ 連結計算書類
は1985年 1 月 3 日法律とその1986年 2 月17日
適用デクレに従って作成されている｡ 例外的
にいくつかの規則が地域的に適用できない場


















③ 貸借対照表 (B/S)・損益計算書 (P/L) の表
示形式および分類方法と連単分離 






あり, 当該 PCG の影響を受けない年度を取り




1)  B/S および P/L の表示形式 
これによれば, B/S の表示形式は連結上報告
式を採用した一部の企業を除き, ほぼ勘定式 
(A) が採用された｡ すなわち, 個別 B/S (親会社
のB/S) はすべての企業, いずれの年度において
も勘定式であり, 連結 B/Sは報告式 (R) を選択
する企業も一部で見られた｡ 




これに対して, 連結 P/L はほぼ報告式であり, 
特に1995年度にはすべて報告式であった｡ 
2)  P/L における分類方法 
P/L における費用・収益の分類方法について


















らない｡ 表 8 によれば, 1977年度において, 連
結時に,  7 社が分類方法を個別 P/L 上の性質別
分類から機能別分類へ変換した｡  7 社のうち 5 
社は国際的基準対応型の企業であり,  2 社 (CGE
およびトタル) は仏基準型であった｡ 結果とし
て, 連結 P/L 上 8 社が機能別分類方法を採用し
た｡ 
連結 P/L 上 5 社, すなわちデ・ゾー, ラファ
ルジュ, ロレアル, LVMH (モエエネシー), プジ
ョーが性質別分類方法を採用した｡ このうちラ
ファルジュを除く 4 社は仏基準型であった｡ 従
って, ラファルジュを除き, 国際的な会計基準
対応型の企業は親会社個別 P/L上の性質別分類
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第 8 表 フランス企業グループの貸借対照表 (B/S)・損益計算書 (P/L) の表示・分類方法 
② B/S の表示形式 ③ P/L の表示形式・分類方法 
1977年度 1982年度 1995年度 1977年度 1982年度 1995年度 企業グループ ①
個別 連結 個別 連結 個別 連結 個別 連結 個別 連結 個別 連結 
エール・リキッド Us － A - A － A - R/F - R/F - R/F 
ダノン (BSN) US A A A A A A A/C R/F A/C R/F R/C R/F 
カルフール US A A A R A A A/C R/F A/C R/F A/C R/F 
CGE (アルストム) FR A A A A - A A/C R/F A/C R/F - R/F 
デ・ゾー FR A A A A A A A/C R/C A/C R/C R/C R/C 
ラファルジュ UK A R A R - A A/C R/C A/C R/C - R/F 
ロレアル FR A A A A - A A/C A/C A/C A/C - R/C 
LVMH FR A A A A - A A/C R/C A/C R/C - R/F 
ペシネー (PUK) U/I A R A R A A R/C R/F R/C R/F R/C R/F 
プジョー FR A A A R A R A/C R/C A/C R/F R/C R/F 
ローヌ･プーランク US A R A R A R A/C R/F A/C R/F R/F R/F 
サン・ゴバン US A A A A A A A/C R/F A/C R/F A/F R/F 
トタル FR A A A A A A A/C R/F A/C R/F A/F R/F 
・①; 1977年度における各企業の連結の会計方針の特徴｡ US; 米国基準 (US-GAAP) 対応型, Us; 準米国基準対
応型, IA; 国際会計基準 (IAS) 対応型, UK; 英国基準 (UK-GAAP) 対応型, FR; 仏基準型, U/I; 米国基準・IAS3 
号対応型｡ なお, ラファルジュ, LVMH, ペシネー, プジョー, トタルおよびサン・ゴバンの 6 社に見られる 
｢UK ｣ ｢FR ｣ ｢U/I ｣ ｢US ｣ のイタリック表示は後に会計方針の特徴を変更していることを意味し, 1982年度
について, プジョーは US (米国基準対応型) であり, 1995年度について, ラファルジュ, LVMH およびサン・ゴ
バンの 3 社は IA (IAS 対応型), ペシネー, プジョーおよびトタルの 3 社は US (米国基準対応型) となっている｡ 
・貸借対照表および損益計算書の表示様式に関して, ｢A｣ ; 勘定式, ｢R｣ ; 報告式, ｢－｣ ; 記載なし｡ また, 損
益計算書の費用・収益の分類方法に関して, ｢C｣ 性質別分類, ｢F｣ ; 機能別分類｡ なお, ｢個別｣ は親会社の
個別 B/S・P/L を意味し, ｢C｣ の下線は性質別分類で付加価値を表示していることを意味する｡ カルフール
は英文の決算書も表示しており, これに基づいた｡ 1977年度および1982年度当時, ダノンの社名は BSN, 
LVMH (ルイビトン・モエエネシー) はモエエネシー社, ペシネーはペシネー・ユジーヌ・キュルマン (PUK) 社｡ 
(各社の年次報告書に基づき筆者作成) 
 




ラファルジュ, ロレアル, LVMH (モエエネシー) 
を除く 9 社が機能別分類を採用した｡ プジョー
社は1979年度に連結の会計方針を仏基準型 (FR) 
から米国基準対応型 (US) に転換している｡ 
















60  フランス連結会計基準の国際的調和 (20)  ― 連結の会計方針と国際的基準への対応 ― 
際的な基準・実務への対応の状況を, 1977年度, 
1982年度および1995年度についてまとめたもの
が第 9 表の①～③である｡ 
1)  同質性の再処理 
同質性の再処理に関しては, 固定資産の減価
償却と税法上の法定引当金を取り上げた｡ いず















付け以降は, 第 9 表-③に示すとおり, すべての
企業が同質性の再処理を実施している｡ 
2)  国際的な基準・実務への対応 
国際的な基準・実務への対応に関して, ここ








第 9 表-① フランス企業グループの連結の会計方針における会計処理方法 (1977年度)  
②同質性の再処理 ③国際的基準・実務への対応 
企業グループ ①
償却 引当金 のれん 換算 税効果 リース 利子 退職 
エール・リキッド Us ○ ○ 40年 長期× ○ × × - 
ダノン (BSN) US ○ ○ 40年 長期× ○ ○ - △ 
カルフール US ○ ○ 20年 長期× ○ ○ - - 
CGE FR × × 仏方式 長期× × × - - 
デ・ゾー FR × × 不明 長期× × × - - 
ラファルジュ UK ○ ○ 剰余金 - ○ × ○ - 
ロレアル FR × × 非償却 長期× × × - - 
LVMH FR × × 仏方式 長期× × × - - 
ペシネー U/I ○ ○ 40年 長期× ○ × - - 
プジョー FR × × 仏方式 長期× × × × × 
ローヌ･プーランク US ○ ○ 20年 ○ ○ × ○ △ 
サン・ゴバン US ○ ○ 25年 ○ ○ - - △ 
トタル FR ○ ○ 20年 ○ ○ - - - 
・LVMH (ルイビトン・モエエネシ )ー は当時モエエネシー｡ 
・①; 連結の会計方針の特徴｡ US; 米国基準 (US-GAAP) 対応型, Us; 準米国基準対応型, IA; 国際会計基準 (IAS) 
対応型, UK; 英国基準対応型, FR; 仏基準型, U/I; 米国基準・IAS3 号対応型 
・償却; 減価償却方法の定額法への統一, 引当金; 税務上の引当金の消去, のれん; 連結のれんの償却 (この場合償却
年数)・非償却・剰余金からの控除・仏方式 (連結決算日の子会社の純資産額を資本連結する方式),換算; 外貨表示債権・
債務の換算差額の損益計上, 税効果; 税効果会計の適用, リース; ファイナンス・リースの資本化処理, 利子; 固
定資産の建設に係る利子費用の原価算入, 退職; 退職給付コストの認識 (全部引当・一部引当)｡ なお, 表中の ｢○｣ 
は実施, ｢△｣ は一部実施, ｢×｣ は実施していないこと, ｢－｣ は言及されていないことを意味する｡ 
(各社の年次報告書に基づき筆者作成) 
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第 9 表-② フランス企業グループの連結の会計方針における会計処理方法 (1982年度)  
②同質性の再処理 ③国際的実務への対応 
企業グループ ①
償却 引当金 のれん 換算 税効果 リース 利子 退職 
エール・リキッド Us ○ ○ 40年 長期× ○ × × - 
ダノン (BSN) US ○ ○ 40年 長期× ○ ○ ○ △ 
カルフール US ○ ○ 20年 長期× ○ ○ - - 
CGE FR × ○ 仏方式 長期× × × - - 
デ・ゾー FR × × 20年 長期× × × - - 
ラファルジュ UK ○ ○ 剰余金 - ○ × ○ - 
ロレアル FR × × 非償却 × × × - - 
LVMH FR × ○ 仏方式 長期× × × - - 
ペシネー U/I ○ ○ 40年 ○ ○ × ○ △ 
プジョー US ○ ○ 20年 ○ ○ ○ ○ × 
ローヌ･プーランク US ○ ○ 20年 ○ ○ ○ ○ △ 
サン・ゴバン US ○ ○ 25年 ○ ○ - ○ △ 




第 9 表-③ フランス企業グループの連結の会計方針における会計処理方法 (1995年度) 
②同質性の再処理 ③国際的実務への対応 
企業グループ ①
償却 引当金 のれん 換算 税効果 リース 利子 退職 
エール・リキッド Us ○ ○ 40年 ○ ○ × ○ △ 
ダノン (BSN) US ○ ○ 40年 ○ ○ ○ ○ ○ 
カルフール US ○ ○ 20年 ○ ○ ○ - ○ 
CGE FR ○ ○ 20年 ○ ○ ○ - ○ 
デ・ゾー FR ○ ○ 40/20年 × ○ × - △ 
ラファルジュ IA ○ ○ 20年 ○ ○ ○ ○ ○ 
ロレアル FR ○ ○ 20年 × ○ × - △ 
LVMH IA ○ ○ 40年 ○ ○ ○ ○ ○ 
ペシネー US ○ ○ 40年 ○ ○ ○ ○ ○ 
プジョー US ○ ○ 20年 ○ ○ ○ ○ △ 
ローヌ･プーランク US ○ ○ 40年 ○ ○ ○ ○ △ 
サン・ゴバン IA ○ ○ 25/40 ○ ○ ○ ○ ○ 
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連結のれんについては, 償却の有無・償却期
間等が主要な相違点となった｡ 米国 APB 意見
書17号 ｢企業結合｣ (1970年) が最大40年での償
却を定め, 国際会計基準 (IAS) 22号 ｢企業結合｣ 
(1983年) が ｢その有効期間にわたる組織的基準
に基づく償却｣, 1993年改訂22号が最大 5 年, 
1998年改訂22号が原則20年以内での償却を定め
ていた｡ 
13企業は第 9 表の①～③に示すとおり, 規則
的償却, 非償却, 剰余金からの控除, 仏方式な






く異なるものである｡ さらに, フランスでは, 
償却する場合の償却期間の上限が定められてい













準 (SFAS)  8 号 ｢外貨建取引及び外貨表示財務
諸表の換算会計｣ (1975年) および52号 ｢外貨換
算｣ (1981年) 並びに国際会計基準23号 ｢外国為
替レート変動の影響の会計処理｣ (1983年・1993
年改訂) は期末相場による換算差額を損益計上
するのに対して, フランスでは1982年 PCG の
前までは短期債権・債務の換算差額のみ臨時損
益に計上, 1982年 PCG 以降は基本的に未実現の
ものとしてすべて B/S 調整勘定に計上する｡ 
第 9 表の①～③に示すとおり, 1977年度およ
び1982年度において, 米国基準対応型企業であ
っても, 当該差額を ｢すべて損益計上｣, ｢長期
のものは損益に計上しない｣, ｢すべて損益に計
上しない｣ 等その処理は多様である｡ これに対











所得税の会計｣ (1967年), 財務会計基準 (SFAS) 
96号 ｢法人所得税の会計｣ (1987年), 109号 (1992
年), 国際会計基準 (IAS) 12号 ｢法人所得税の会
計｣ (1979年・1996年改訂) は, 財務会計と税務会
計との間に発生した期間差異または一時差異に
対して税効果の認識を定めてきたが, フランス
でその認識が義務づけられたのは1985年 1 月 3 
日法からである｡ 











リースについては, 米国 APB 意見書 5 号 ｢借
手の財務諸表におけるリースの報告｣ (1964年), 
財務会計基準 (SFAS) 13号 ｢リースの会計処理｣ 






第 9 表の①～③に示すとおり, リースに関し
ては1977年度および1982年度において, すべて
Hosei University Repository
経営志林 第49巻 1 号 2012年 4 月  63 
の国際基準対応企業が資本化処理を実施してい
るわけではない｡ また, 仏基準型企業はすべて










財務会計基準 (SFAS) 34号 ｢利息費用の資産化｣ 



















APB意見書 8 号 ｢年金費用の会計処理｣ (1966年), 
財務会計基準 (SFAS) 87号 ｢雇用主による年金




めてきたが, フランスでは, 1983年 4 月30日法




























 (1) コンパニー・ジェネラル・デゾー  (Compagnie 
Générale des Eaux) の場合, グループ内の評価方法を
同質化するために子会社の個別計算書類を再処理


























  サン・ゴバン (Saint-Gobain) では, 在外会社の計
算書類は決算日レート法で換算し, 高インフレ国 































 (3) 例えば, ロレアルの1995年度連結損益計算書は
1982年プラン・コンタブル・ジェネラルの様式に
従い次のような項目を表示した｡ 経営成果までの
項目を示すと, 税抜き売上高, 製品棚卸高, 固定
資産自家建設高, 生産高, 購入高, 棚卸資産増減
額, 外部費用, 中間消費高, 付加価値, 租税公課, 
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